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山口県喀痰吸引等業務登録申請等実施要綱 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

山口県喀痰吸引等業務登録申請等実施要綱 

 

（登録喀痰吸引等事業者及び登録特定行為事業者の登録の申請及び登録） 

第２条 法第４８条の３第２項（法附則第２７条第２項において準用する場合を

含む。）及び省令第２６条の２第１項（省令附則第１６条において準用する場

合を含む。）の規定による申請をしようとする者は、事業開始予定日の一月

前までに、「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書」（別

記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

一 「介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿」（別記第１号様式の２） 

二 「社会福祉士及び介護福祉士法第４８条の４各号の規定に該当しない旨

の誓約書」（別記第１号様式の３） 

三 「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類」（別記

第１号様式の４） 

四 申請者が法人である場合は、その定款又は寄付行為及び登記事項証明書 

五 申請者が個人である場合は、その住民票の写し 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法第４８条の５第１項に掲げる要

件の全てに適合し、法第４８条の４の各号のいずれにも該当しないときは、

知事は、法第４８条の５の規定に基づき、「登録喀痰吸引等事業者（登録特

定行為事業者）登録簿」（別記第２号様式）により登録し、別添様式１によ

り登録者に通知する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、情報通信技術を活用した行政の推進等に関す

る法律（平成１４年法律第１５１号）第１１条に規定する措置により、同項

第４号又は第５号に掲げる書類（第４号に掲げる書類にあっては、登記事項

証明書に限る。）の内容を確認することができるときは、当該書類は添付す

ることを要しない。 

 

山口県喀痰吸引等業務登録申請等実施要綱 

 

（登録喀痰吸引等事業者及び登録特定行為事業者の登録の申請及び登録） 

第２条 法第４８条の３第２項（法附則第２７条第２項において準用する場合を

含む。）及び省令第２６条の２第１項（省令附則第１６条において準用する場

合を含む。）の規定による申請をしようとする者は、事業開始予定日の一月

前までに、「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書」（別

記第１号様式）に次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

一 「介護福祉士・認定特定行為業務従事者名簿」（別記第１号様式の２） 

二 「社会福祉士及び介護福祉士法第４８条の４各号の規定に該当しない旨

の誓約書」（別記第１号様式の３） 

三 「登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録適合書類」（別記

第１号様式の４） 

四 申請者が法人である場合は、その定款又は寄付行為及び登記事項証明書 

五 申請者が個人である場合は、その住民票の写し 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法第４８条の５第１項に掲げる要

件の全てに適合し、法第４８条の４の各号のいずれにも該当しないときは、

知事は、法第４８条の５の規定に基づき、「登録喀痰吸引等事業者（登録特

定行為事業者）登録簿」（別記第２号様式）により登録し、別添様式１によ

り登録者に通知する。 
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改 正 後 改 正 前 

（略） 

 

（認定特定行為業務従事者認定証の交付申請、交付及び登録） 

第７条 省令附則第５条の規定による申請をしようとする者は、省令別表第１

号及び第２号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証交付

申請書（省令別表第１号、第２号研修対象）」（別記第４号様式）に、省令

別表第３号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証交付申

請書（省令別表第３号研修対象）」（別記第４号様式の２）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。 

一 住民票の写し 

二 「社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当し

ない旨の誓約書」（別記第４号様式の３） 

三 喀痰吸引等研修の修了証明書の写し 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法附則第１１条第２項の要件に適

合し、同条第３項の各号のいずれにも該当しないときは、知事は、省令別表

第１号及び第２号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証

（省令別表第１号、第２号研修修了者）」（別記第５号様式）を、省令別表

第３号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証（省令別表

第３号研修修了者）」（別記第５号様式の３）に次に掲げる事項を記載して

交付し、「認定特定行為業務従事者認定登録簿」（別記第６号様式）により

登録する。 

一 法附則第１０条第１項に規定する認定特定行為業務従事者（以下「認定特

定行為業務従事者という。」）の氏名及び生年月日 

二 認定特定行為業務従事者が行う特定行為 

三 その他必要な事項 

３ 第１項の規定にかかわらず、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する

（略） 

 

（認定特定行為業務従事者認定証の交付申請、交付及び登録） 

第７条 省令附則第５条の規定による申請をしようとする者は、省令別表第１

号及び第２号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証交付

申請書（省令別表第１号、第２号研修対象）」（別記第４号様式）に、省令

別表第３号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証交付申

請書（省令別表第３号研修対象）」（別記第４号様式の２）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。 

一 住民票の写し 

二 「社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当し

ない旨の誓約書」（別記第４号様式の３） 

三 喀痰吸引等研修の修了証明書の写し 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法附則第１１条第２項の要件に適

合し、同条第３項の各号のいずれにも該当しないときは、知事は、省令別表

第１号及び第２号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証

（省令別表第１号、第２号研修修了者）」（別記第５号様式）を、省令別表

第３号研修修了者にあっては、「認定特定行為業務従事者認定証（省令別表

第３号研修修了者）」（別記第５号様式の３）に次に掲げる事項を記載して

交付し、「認定特定行為業務従事者認定登録簿」（別記第６号様式）により

登録する。 

一 法附則第１０条第１項に規定する認定特定行為業務従事者（以下「認定特

定行為業務従事者という。」）の氏名及び生年月日 

二 認定特定行為業務従事者が行う特定行為 

三 その他必要な事項 
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改 正 後 改 正 前 

法律第１１条に規定する措置により、同項第１号に掲げる書類の内容を確認す

ることができるときは、当該書類は添付することを要しない。 

 

（略） 

 

（登録研修機関の登録申請） 

第１２条 法附則第１３条の規定による申請をしようとする者は、省令附則第

１０条第１項の規定に基づき、研修業務開始予定日の一月前までに、「登録

研修機関登録申請書」（別記第１２号様式）に次に掲げる書類を添えて知事

に提出しなければならない。 

一 申請者が法人である場合は、その定款又は寄付行為及び登記事項証明書 

二 申請者が個人である場合は、その住民票の写し 

三 「社会福祉士及び介護福祉士法附則第１４条の規定に該当しない旨の誓

約書」（別記第１２号様式の２） 

四 「登録研修機関登録適合書類」（別記第１２号様式の３） 

五 省令附則第１４条に規定される業務規程 

六 実地研修の一部を委託する場合には、当該研修機関に係る資料 

七 「研修修了証明書」（別添様式３） 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法附則第１５条第１項及び省令附

則第１１条に掲げる要件の全てに適合し、法附則第１４条各号のいずれにも

該当しないときは、知事は法附則第１５条第２項の規定に基づき、「登録研

修機関登録簿」（別記第１３号様式）に次に掲げる事項を記載して登録し、

別添様式４により登録者に通知する。 

一 登録年月日及び登録番号 

二 登録を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表

者の氏名 

 三 事業所の名称及び所在地 

 四 喀痰吸引等研修の業務開始の予定年月日 

 

 

 

（略） 

 

（登録研修機関の登録申請） 

第１２条 法附則第１３条の規定による申請をしようとする者は、省令附則第

１０条第１項の規定に基づき、研修業務開始予定日の一月前までに、「登録

研修機関登録申請書」（別記第１２号様式）に次に掲げる書類を添えて知事

に提出しなければならない。 

一 申請者が法人である場合は、その定款又は寄付行為及び登記事項証明書 

二 申請者が個人である場合は、その住民票の写し 

三 「社会福祉士及び介護福祉士法附則第１４条の規定に該当しない旨の誓

約書」（別記第１２号様式の２） 

四 「登録研修機関登録適合書類」（別記第１２号様式の３） 

五 省令附則第１４条に規定される業務規程 

六 実地研修の一部を委託する場合には、当該研修機関に係る資料 

七 「研修修了証明書」（別添様式３） 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法附則第１５条第１項及び省令附

則第１１条に掲げる要件の全てに適合し、法附則第１４条各号のいずれにも

該当しないときは、知事は法附則第１５条第２項の規定に基づき、「登録研

修機関登録簿」（別記第１３号様式）に次に掲げる事項を記載して登録し、

別添様式４により登録者に通知する。 

一 登録年月日及び登録番号 

二 登録を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表

者の氏名 

 三 事業所の名称及び所在地 

 四 喀痰吸引等研修の業務開始の予定年月日 
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改 正 後 改 正 前 

 五 喀痰吸引等研修の課程 

３ 第１項の規定にかかわらず、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する

法律第１１条に規定する措置により、同項第１号又は第２号に掲げる書類（第

１号に掲げる書類にあっては、登記事項証明書に限る。）の内容を確認するこ

とができるときは、当該書類は添付することを要しない。 

 

（略） 

 

（認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）の交付申請） 

第１９条 改正法附則第１４条第１項の規定による知事の認定を受けようとす

る者は、改正省令附則第４条の規定により、「認定特定行為業務従事者認定

証（経過措置）交付申請書」（別記第１７号様式）に次に掲げる書類を添え

て知事に提出しなければならない。 

一 住民票の写し 

二 「社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当し

ない旨の誓約書」（別記第４号様式の３） 

三 喀痰吸引等に関する研修修了証明書（該当するものがある場合）及び修

了した研修内容・研修時間を示す書類 

四 「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類①本

人誓約書」（別記第１７号様式の２） 

五 「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類②第

三者証明書」（別記第１７号様式の３） 

六 「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類③実

施状況確認書」（別記第１７号様式の４） 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法附則第１１条第２項に規定する

 五 喀痰吸引等研修の課程 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）の交付申請） 

第１９条 改正法附則第１４条第１項の規定による知事の認定を受けようとす

る者は、改正省令附則第４条の規定により、「認定特定行為業務従事者認定

証（経過措置）交付申請書」（別記第１７号様式）に次に掲げる書類を添え

て知事に提出しなければならない。 

一 住民票の写し 

二 「社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当し

ない旨の誓約書」（別記第４号様式の３） 

三 喀痰吸引等に関する研修修了証明書（該当するものがある場合）及び修

了した研修内容・研修時間を示す書類 

四 「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類①本

人誓約書」（別記第１７号様式の２） 

五 「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類②第

三者証明書」（別記第１７号様式の３） 

六 「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類③実

施状況確認書」（別記第１７号様式の４） 

２ 前項の規定により登録を申請した者が、法附則第１１条第２項に規定する
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改 正 後 改 正 前 

喀痰吸引研修の課程を修了した者と同等以上の知識及び技能を有すると知事

が判断したときは、改正法附則第１４条第２項の規定に基づき、「認定特定

行為業務従事者認定証（経過措置・不特定多数の者対象）」（別記第１８号

様式）又は「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置・特定の者対象）」

（別記第１８号様式の２）に次に掲げる事項を記載して交付し、「認定特定

行為業務従事者認定登録簿」（別記第６号様式）により登録する。 

一 認定特定行為業務従事者の氏名及び生年月日  

二 認定特定行為業務従事者が行う特定行為  

三 その他必要な事項 

３ 第１項の規定にかかわらず、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する

法律第１１条に規定する措置により、同項第１号に掲げる書類の内容を確認する

ことができるときは、当該書類は添付することを要しない。 

 

（略） 

 

附 則  この要綱は、令和８年４月２０日から施行する。 

喀痰吸引研修の課程を修了した者と同等以上の知識及び技能を有すると知事

が判断したときは、改正法附則第１４条第２項の規定に基づき、「認定特定

行為業務従事者認定証（経過措置・不特定多数の者対象）」（別記第１８号

様式）又は「認定特定行為業務従事者認定証（経過措置・特定の者対象）」

（別記第１８号様式の２）に次に掲げる事項を記載して交付し、「認定特定

行為業務従事者認定登録簿」（別記第６号様式）により登録する。 

一 認定特定行為業務従事者の氏名及び生年月日  

二 認定特定行為業務従事者が行う特定行為  

三 その他必要な事項 

 

 

 

 

（略） 
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改 正 後 改 正 前 

  

第１号様式（第２条関係） 
 

     年  月  日 

    山口県知事 様 

                                 主たる事業所の 

所  在  地  

申  請  者 

代 表 者 名                  

 

登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書 
 

社会福祉士及び介護福祉士法第４８条の３第１項及び第２項に定める喀痰吸引等業務（登録特定行為事

業者においては社会福祉士及び介護福祉士法附則第２７条に定める特定行為業務）について事業者の登録

を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

 

申

請

者 

フリガナ  

事業所名称  

事業所 

所在地 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

（ビルの名称等） 

電話番号  個人・法人の種別  

代表者の氏名・ 

職名・生年月日 

フリガナ  生年月日 年   月   日 

氏名  職名  

申請する事業所区分 
 登録喀痰吸引等事業者（介護福祉士が喀痰吸引等を行う事業者） 

 登録特定行為事業者（認定特定行為業務従事者が特定行為を行う事業者） 

登録喀痰吸引等事業者登録番号（登録特定行為事業者登録番号）          

実施する喀痰吸引等（特定行為）の行為 事業開始予定年月日 

 １．口腔内の喀痰吸引 年   月   日 

 ２．鼻腔内の喀痰吸引 年   月   日 

 ３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 年   月   日 

 ４．胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 年   月   日 

 ５．経鼻経管栄養 年   月   日 

介護福祉士・認定特定行為業務従事者氏名 （ 第１号様式の２） 

（山口県収入証紙（３，２００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

 

備考１ 「個人・法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」

「株式会社」「有限会社」等の別を、個人である場合は「個人」と記載してください。 

  ２ 「申請する事業所区分」欄は、今回申請する事業所区分に「○」を記載してください。 

  ３ 「登録喀痰吸引等事業者登録番号（登録特定行為事業者登録番号）」欄は、既に登録喀痰吸引等事業者又は登

録特定行為事業者として登録されている場合のみ、登録番号を記載してください。 

  ４ 「実施する喀痰吸引等（特定行為）の行為」欄は該当する行為毎に「○」を記載してください。 

  ５ 「事業開始予定年月日」欄は、該当する行為毎に事業の開始予定年月日を記載してください。 

  ６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

  ７ 以下の添付資料を合わせて提出してください。 

第１号様式（第２条関係） 
 

     年  月  日 

    山口県知事 様 

                                 主たる事業所の 

所  在  地  

申  請  者 

代 表 者 名                  

 

登録喀痰吸引等事業者（登録特定行為事業者）登録申請書 
 

社会福祉士及び介護福祉士法第４８条の３第１項及び第２項に定める喀痰吸引等業務（登録特定行為事

業者においては社会福祉士及び介護福祉士法附則第２７条に定める特定行為業務）について事業者の登録

を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

 

申

請

者 

フリガナ  

事業所名称  

事業所 

所在地 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

（ビルの名称等） 

電話番号  個人・法人の種別  

代表者の氏名・ 

職名・生年月日 

フリガナ  生年月日 年   月   日 

氏名  職名  

申請する事業所区分 
 登録喀痰吸引等事業者（介護福祉士が喀痰吸引等を行う事業者） 

 登録特定行為事業者（認定特定行為業務従事者が特定行為を行う事業者） 

登録喀痰吸引等事業者登録番号（登録特定行為事業者登録番号）          

実施する喀痰吸引等（特定行為）の行為 事業開始予定年月日 

 １．口腔内の喀痰吸引 年   月   日 

 ２．鼻腔内の喀痰吸引 年   月   日 

 ３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 年   月   日 

 ４．胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 年   月   日 

 ５．経鼻経管栄養 年   月   日 

介護福祉士・認定特定行為業務従事者氏名 （ 第１号様式の２） 

（山口県収入証紙（３，２００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

 

備考１ 「個人・法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」

「株式会社」「有限会社」等の別を、個人である場合は「個人」と記載してください。 

  ２ 「申請する事業所区分」欄は、今回申請する事業所区分に「○」を記載してください。 

  ３ 「登録喀痰吸引等事業者登録番号（登録特定行為事業者登録番号）」欄は、既に登録喀痰吸引等事業者又は登

録特定行為事業者として登録されている場合のみ、登録番号を記載してください。 

  ４ 「実施する喀痰吸引等（特定行為）の行為」欄は該当する行為毎に「○」を記載してください。 

  ５ 「事業開始予定年月日」欄は、該当する行為毎に事業の開始予定年月日を記載してください。 

  ６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

  ７ 以下の添付資料を合わせて提出してください。 
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改 正 後 改 正 前 

 

 

添付書類 
 

１ 設置者に関する書類 
設置者が法人である場合 
法人の定款又は寄附行為（省令第２６条の２第１項第１号関係） 

 
２ 社会福祉士及び介護福祉士法第４８条の４各号に該当しないことを誓約する書面（省令第２６条の２第１項

第３号関係）【第１号様式の３】 
 
３ 法第４８条の５第１号各号に掲げる要件の全てに適合することを証する書類（省令第２６条の２第１項第４

号関係）【第１号様式の４】 
 
４ 喀痰吸引等の業務に従事する介護福祉士においては介護福祉士登録証、認定特定行為業務従事者については

認定特定行為業務従事者認定証の写し、また看護師等の資格をもって喀痰吸引等業務を行う者については免
許証の写し 

添付書類 
 

１ 設置者に関する書類 
（１）設置者が法人である場合 

法人の定款又は寄附行為及び登記事項証明書（省令第２６条の２第１項第１号関係） 
 
（２）申請者が個人である場合 

住民票の写し（省令第２６条の２第１項第２号関係） 
 
２ 社会福祉士及び介護福祉士法第４８条の４各号に該当しないことを誓約する書面（省令第２６条の２第１項

第３号関係）【第１号様式の３】 
 
３ 法第４８条の５第１号各号に掲げる要件の全てに適合することを証する書類（省令第２６条の２第１項第４

号関係）【第１号様式の４】 
 
４ 喀痰吸引等の業務に従事する介護福祉士においては介護福祉士登録証、認定特定行為業務従事者については

認定特定行為業務従事者認定証の写し、また看護師等の資格をもって喀痰吸引等業務を行う者については免
許証の写し 
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改 正 後 改 正 前 

  

第４号様式（第７条関係） 

 

     年  月  日 

山口県知事 様 

認定特定行為業務従事者認定証 交付申請書（省令別表第１号、第２号研修修了者対象） 

社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条に定める認定特定行為業務従事者の認定を受けたいので、

下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

申

請

者 

フリガナ                                生年月日   年  月  日 

氏 名                           

旧姓併記の希望 有 ・ 無 

 フリガナ  

 旧  姓  

住 所 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

電話番号  

認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
行
為 

研修機関名  

研修機関所在地 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

（ビルの名称等） 

認定を受けようとする特定行為 
研修修了年月日／ 

修了証明書番号 

 １．口腔内の喀痰吸引 年  月  日／ 

   ※ 口腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） 年  月  日／ 

 ２．鼻腔内の喀痰吸引 年  月  日／ 

   ※ 鼻腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） 年  月  日／ 

 ３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 年  月  日／ 

   ※ 気管カニューレ内部の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） 年  月  日／ 

 ４．胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 年  月  日／ 

   ※ 胃ろう又は腸ろうによる経管栄養（半固形化栄養剤による実施を含む） 年  月  日／ 

 ５．経鼻経管栄養 年  月  日／ 

山口県収入証紙（７００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

備考１ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第３号研修（特定の者対象の研修）を受講した方は第４号様式

の２により申請してください。 

２ 申請者の氏名は自署してください。 

  ３ 旧姓併記の希望欄に「○」を記載してください。希望されない場合は旧姓の記載は不要です。 

  ４ 認定を受けようとする特定行為に「○」を記載してください。 

  ５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

  ６ 下記に記載する添付資料を合わせて提出ください。 

添付書類 

  １ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（第４号様式の３） 

  ２ 喀痰吸引等研修の修了証明書の写し 

  ３ 戸籍抄本等旧姓が確認できる書類 ※旧姓併記を希望する場合のみ 

第４号様式（第７条関係） 

 

     年  月  日 

山口県知事 様 

認定特定行為業務従事者認定証 交付申請書（省令別表第１号、第２号研修修了者対象） 

社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条に定める認定特定行為業務従事者の認定を受けたいので、

下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

申

請

者 

フリガナ                                生年月日   年  月  日 

氏 名                           

旧姓併記の希望 有 ・ 無 

 フリガナ  

 旧  姓  

住 所 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

電話番号  

認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
行
為 

研修機関名  

研修機関所在地 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

（ビルの名称等） 

認定を受けようとする特定行為 
研修修了年月日／ 

修了証明書番号 

 １．口腔内の喀痰吸引 年  月  日／ 

   ※ 口腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） 年  月  日／ 

 ２．鼻腔内の喀痰吸引 年  月  日／ 

   ※ 鼻腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） 年  月  日／ 

 ３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 年  月  日／ 

   ※ 気管カニューレ内部の喀痰吸引（人工呼吸器装着者） 年  月  日／ 

 ４．胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 年  月  日／ 

   ※ 胃ろう又は腸ろうによる経管栄養（半固形化栄養剤による実施を含む） 年  月  日／ 

 ５．経鼻経管栄養 年  月  日／ 

山口県収入証紙（７００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

備考１ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第３号研修（特定の者対象の研修）を受講した方は第４号様式

の２により申請してください。 

２ 申請者の氏名は自署してください。 

  ３ 旧姓併記の希望欄に「○」を記載してください。希望されない場合は旧姓の記載は不要です。 

  ４ 認定を受けようとする特定行為に「○」を記載してください。 

  ５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

  ６ 下記に記載する添付資料を合わせて提出ください。 

添付書類 

１ 住民票の写し ※自治体から発行されたものをそのまま添付してください（コピー不可）。 

  ２ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（第４号様式の３） 

  ３ 喀痰吸引等研修の修了証明書の写し 

  ４ 戸籍抄本等旧姓が確認できる書類 ※旧姓併記を希望する場合で、住民票で旧姓が確認できない場合のみ 
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改 正 後 改 正 前 

  

第４号様式の２（第７条関係） 

     年  月  日 

山口県知事 様 

認定特定行為業務従事者認定証 交付申請書（省令別表第３号研修修了者対象） 

社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条に定める認定特定行為業務従事者の認定を受けたいので、下

記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

申

請

者 

フリガナ                                生年月日   年  月  日 

氏 名                           

旧姓併記の希望 有 ・ 無 

 フリガナ  

 旧  姓  

住所 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

電話番号  

認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
行
為 

研修機関名  

研修機関所在地 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

（ビルの名称等） 

氏名（特定の者）  

認定を受けようとする特定行為 
研修修了年月日/ 

修了証明書番号 

  １．口腔内の喀痰吸引 年  月  日/  

  ２．鼻腔内の喀痰吸引 年  月  日/  

  ３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 年  月  日/  

  ４．胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 年  月  日/  

  ５．経鼻経管栄養 年  月  日/  

山口県収入証紙（７００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

備考１ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第１号、第２号研修（不特定多数の者対象の研修）を受講した方

は第４号様式により申請してください。 

  ２ 複数の対象者に対して認定を受ける場合は、その対象者ごとに申請書を作成してください。その際、添付書

類は一部で結構です。 

３ 申請者の氏名は自署してください。 

４ 旧姓併記の希望欄に「○」を記載してください。希望されない場合は旧姓の記載は不要です。 

  ５ 「氏名（特定の者）」には、研修修了証明書に記載されている「対象者氏名」を記載してください。 

  ６ 認定を受けようとする特定行為に「○」を記載してください。 

  ７ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

  ８ 下記に記載する添付資料を合わせて提出ください。 

添付書類 

  １ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（第４号様式の３） 

  ２ 喀痰吸引等研修の研修修了証明書の写し 

  ３ 戸籍抄本等旧姓が確認できる書類 ※旧姓併記を希望する場合のみ 

第４号様式の２（第７条関係） 

     年  月  日 

山口県知事 様 

認定特定行為業務従事者認定証 交付申請書（省令別表第３号研修修了者対象） 

社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条に定める認定特定行為業務従事者の認定を受けたいので、下

記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

申

請

者 

フリガナ                                生年月日   年  月  日 

氏 名                           

旧姓併記の希望 有 ・ 無 

 フリガナ  

 旧  姓  

住所 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

電話番号  

認
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
特
定
行
為 

研修機関名  

研修機関所在地 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

（ビルの名称等） 

氏名（特定の者）  

認定を受けようとする特定行為 
研修修了年月日/ 

修了証明書番号 

  １．口腔内の喀痰吸引 年  月  日/  

  ２．鼻腔内の喀痰吸引 年  月  日/  

  ３．気管カニューレ内部の喀痰吸引 年  月  日/  

  ４．胃ろう又は腸ろうによる経管栄養 年  月  日/  

  ５．経鼻経管栄養 年  月  日/  

山口県収入証紙（７００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

備考１ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則別表第１号、第２号研修（不特定多数の者対象の研修）を受講した方

は第４号様式により申請してください。 

  ２ 複数の対象者に対して認定を受ける場合は、その対象者ごとに申請書を作成してください。その際、添付書

類は一部で結構です。 

３ 申請者の氏名は自署してください。 

４ 旧姓併記の希望欄に「○」を記載してください。希望されない場合は旧姓の記載は不要です。 

  ５ 「氏名（特定の者）」には、研修修了証明書に記載されている「対象者氏名」を記載してください。 

  ６ 認定を受けようとする特定行為に「○」を記載してください。 

  ７ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

  ８ 下記に記載する添付資料を合わせて提出ください。 

添付書類 

１ 住民票の写し ※自治体から発行されたものをそのまま添付してください（コピー不可） 

  ２ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（第４号様式の３） 

  ３ 喀痰吸引等研修の研修修了証明書の写し 

  ４ 戸籍抄本等旧姓が確認できる書類 ※旧姓併記を希望する場合で、住民票で旧姓が確認できない場合のみ 
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改 正 後 改 正 前 

  

第７号様式（第９条関係） 

 

     年  月  日 

山口県知事 様 

                                   

 

認定特定行為業務従事者認定証 変更届出書 

 

社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条に定める認定特定行為業務従事者の認定

について、認定を受けた内容を変更するため届け出ます。 

 

認定証登録番号          

申
請
者 

フリガナ  生年月日  年  月  日 

氏名                        

旧姓併記の希望 有 ・ 無 

 フリガナ  

 旧  姓  

住所 

（〒   -   ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

電話番号  

変 更 が 発 生 す る 事 項 変 更 内 容 の 概 要 

 １．申請者氏名 
（変更前） 

 

 

（変更後） 

 

 ２．申請者の住所 

 ３．喀痰吸引等を修了した特定行為 

変 更 年 月 日       年      月      日 

 

備考１ 「認定証登録番号」には、登録時に割り当てられた登録番号を記載してください。 

２ 申請者の氏名は自署してください。 

３ 旧姓併記の希望欄に「○」を記載してください。希望されない場合は旧姓の記載は不

要です。 

４ 変更が発生する項目に「○」を記載してください。 

※ 新たに旧姓併記を希望する場合は、１の項目に「○」を記載してください。 

５ 変更内容の概要について、変更点がわかるように記載してください。 

６ 申請者氏名、喀痰吸引等を修了した特定行為に変更がある場合は認定特定行為業務従

事者認定証の原本を、申請者の住所に変更がある場合は写しを添付してください。 

７ その他、変更内容が分かる書類（変更が発生する事項について、申請者氏名を変更す

る場合又は旧姓併記を希望する場合は戸籍抄本等旧姓が確認できる書類、申請者の住所

を変更する場合は住民票の写し等）を添付してください。 

８ 変更に伴い、認定特定行為業務従事者認定証の再交付を希望する場合は、「特定認定

行為業務従事者認定証再交付申請書」（第８号様式）も併せて提出してください。 

９ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

第７号様式（第９条関係） 

 

     年  月  日 

山口県知事 様 

                                   

 

認定特定行為業務従事者認定証 変更届出書 

 

社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条に定める認定特定行為業務従事者の認定

について、認定を受けた内容を変更するため届け出ます。 

 

認定証登録番号          

申
請
者 

フリガナ  生年月日  年  月  日 

氏名                        

旧姓併記の希望 有 ・ 無 

 フリガナ  

 旧  姓  

住所 

（〒   -   ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

電話番号  

変 更 が 発 生 す る 事 項 変 更 内 容 の 概 要 

 １．申請者氏名 
（変更前） 

 

 

（変更後） 

 

 ２．申請者の住所 

 ３．喀痰吸引等を修了した特定行為 

変 更 年 月 日       年      月      日 

 

備考１ 「認定証登録番号」には、登録時に割り当てられた登録番号を記載してください。 

２ 申請者の氏名は自署してください。 

３ 旧姓併記の希望欄に「○」を記載してください。希望されない場合は旧姓の記載は不

要です。 

４ 変更が発生する項目に「○」を記載してください。 

※ 新たに旧姓併記を希望する場合は、１の項目に「○」を記載してください。 

５ 変更内容の概要について、変更点がわかるように記載してください。 

６ 申請者氏名、喀痰吸引等を修了した特定行為に変更がある場合は認定特定行為業務従

事者認定証の原本を、申請者の住所に変更がある場合は写しを添付してください。 

７ その他、変更内容が分かる書類（住民票の写し等）を添付してください。 

８ 変更に伴い、認定特定行為業務従事者認定証の再交付を希望する場合は、「特定認定

行為業務従事者認定証再交付申請書」（第８号様式）も併せて提出してください。 

９ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 
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改 正 後 改 正 前 

  

第１２号様式（第１２条関係） 

 

 

     年  月  日 

山口県知事 様 

                                  主たる事業所の 

所  在  地 

                                  申  請  者 

                                  代 表 者 名                   

 

 

登録研修機関 登録申請書 

 

社会福祉士及び介護福祉士法附則第１３条に定める登録研修機関の登録を受けたいの

で、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 
 

申

請

者 

フリガナ  

事業所名称  

事業所所在地 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

（ビルの名称等） 

電話番号  個人・法人の種別  

代表者の氏名･ 

職名・生年月日 

フリガナ  職名  

氏名  生年月日     年   月   日 

喀痰吸引等研修の課程 研修開始予定年月日 研修受講予定人数 

 
１．喀痰吸引及び経管栄養の全て：省令別表第一号研修

（不特定多数の者対象） 
 年  月  日    

 

２．喀痰吸引及び経管栄養の全ての行為のうち、１行為

以上４行為以下：省令別表第二号研修（不特定多数の者

対象） 

 年  月  日    

 
３．各喀痰吸引等行為の個別研修：省令別表第三号研修

（特定の者対象） 
年  月  日    

（山口県収入証紙（３，２００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

 

備考１ 「個人・法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」

「株式会社」「有限会社」等の別を、個人である場合は「個人」と記載してください。 

  ２ 「喀痰吸引等研修の課程」欄は該当する課程に「○」を記載してください。 

  ３ 「研修開始予定年月日」欄は、該当する課程ごとに研修の開始予定年月日を記載してください。 

  ４ 「研修受講予定人数」欄は、一回の募集で受け付ける受講者の予定最大人数を記載してください。 

  ５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

６  以下の添付資料を合わせて提出ください。 

 

第１２号様式（第１２条関係） 

 

 

     年  月  日 

山口県知事 様 

                                  主たる事業所の 

所  在  地 

                                  申  請  者 

                                  代 表 者 名                   

 

 

登録研修機関 登録申請書 

 

社会福祉士及び介護福祉士法附則第１３条に定める登録研修機関の登録を受けたいの

で、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 
 

申

請

者 

フリガナ  

事業所名称  

事業所所在地 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

（ビルの名称等） 

電話番号  個人・法人の種別  

代表者の氏名･ 

職名・生年月日 

フリガナ  職名  

氏名  生年月日     年   月   日 

喀痰吸引等研修の課程 研修開始予定年月日 研修受講予定人数 

 
１．喀痰吸引及び経管栄養の全て：省令別表第一号研修

（不特定多数の者対象） 
 年  月  日    

 

２．喀痰吸引及び経管栄養の全ての行為のうち、１行為

以上４行為以下：省令別表第二号研修（不特定多数の者

対象） 

 年  月  日    

 
３．各喀痰吸引等行為の個別研修：省令別表第三号研修

（特定の者対象） 
年  月  日    

（山口県収入証紙（３，２００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

 

備考１ 「個人・法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」

「株式会社」「有限会社」等の別を、個人である場合は「個人」と記載してください。 

  ２ 「喀痰吸引等研修の課程」欄は該当する課程に「○」を記載してください。 

  ３ 「研修開始予定年月日」欄は、該当する課程ごとに研修の開始予定年月日を記載してください。 

  ４ 「研修受講予定人数」欄は、一回の募集で受け付ける受講者の予定最大人数を記載してください。 

  ５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

６  以下の添付資料を合わせて提出ください。 
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改 正 後 改 正 前 

 

 

添付書類 

 

１ 設置者に関する書類 

設置者が法人である場合 

法人の定款又は寄附行為（省令附則第１０条第２項第１号関係） 

 

  ２ 社会福祉士法及び介護福祉士法附則第１４条の規定に該当しない旨の誓約書（省令附則第１０条第２項 

    第３号関係） 

 

  ３ 法附則第２２条第１項各号に掲げる要件の全てに適合することを証する書類（省令附則第１０条第２項

第４号関係） 

 

  ４ 実地研修の一部を委託する場合においては、当該研修機関に関する資料 

添付書類 

 

１ 設置者に関する書類 

（１） 設置者が法人である場合 

法人の定款又は寄附行為及び登記事項証明書（省令附則第１０条第２項第１号関係） 

 

（２）申請者が個人である場合 

住民票の写し（省令附則第１０条第２項第２号関係） 

 

  ２ 社会福祉士法及び介護福祉士法附則第１４条の規定に該当しない旨の誓約書（省令附則第１０条第２項 

    第３号関係） 

 

  ３ 法附則第２２条第１項各号に掲げる要件の全てに適合することを証する書類（省令附則第１０条第２項

第４号関係） 

 

  ４ 実地研修の一部を委託する場合においては、当該研修機関に関する資料 
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改 正 後 改 正 前 

  

第１７号様式（第１９条関係） 

 

 

   年  月  日 

山口県知事 様 

 

認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書 

 

介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律附則第14条に定める認定特定行為

業務従事者（経過措置）の認定を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

申

請

者 

フリガナ                                生年月日    年  月  日 

氏名                         

旧姓併記の希望 有 ・ 無 

 フリガナ  

 旧  姓  

住所 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

電話番号  

認 

定 

を 

受 

け 

よ 

う 

と 

す 

る 

特 

定 

行 

為 

研修機関名（該当す

るものがある場合） 
 

研修機関所在地（該

当するものがある

場合） 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

（ビルの名称等） 

認定を受けようとする特定行為 
研修修了年月日/修了書番号 

（該当するものがある場合） 

 １．口腔内の喀痰吸引    年  月  日/ 

  ※１ 口腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者）    年  月  日/ 

 ２．鼻腔内の喀痰吸引    年  月  日/ 

  ※１ 鼻腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者）    年  月  日/ 

 ３．気管カニューレ内部の喀痰吸引    年  月  日/ 

 ※１ 気管カニューレ内部の喀痰吸引（人工呼吸器装着者）    年  月  日/ 

 ４．胃ろう又は腸ろうによる経管栄養    年  月  日/ 

 ※２ 胃ろうによる経管栄養（チューブの接続及び注入開始を除く）    年  月  日/ 

 ５．経鼻経管栄養    年  月  日/ 

添
付
書
類 

 住民票の写し  

 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（第４号様式の３） 

 研修修了証明証（該当するものがある場合）及び修了した研修内容、研修時間を示す資料 

 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類①（本人誓約書）（第１７号様式の２） 

 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類②（第三者証明書）（第１７号様式の３） 

 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類③（実施状況確認書）（第１７号様式の４） 

 戸籍抄本等旧姓が確認できる書類 ※旧姓併記を希望する場合で、住民票で旧姓が確認できない場合のみ 

（山口県収入証紙（７００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 

 

第１７号様式（第１９条関係） 

 

 

   年  月  日 

山口県知事 様 

 

認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書 

 

介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律附則第14条に定める認定特定行為

業務従事者（経過措置）の認定を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。 

申

請

者 

フリガナ                                生年月日    年  月  日 

氏名                         

旧姓併記の希望 有 ・ 無 

 フリガナ  

 旧  姓  

住所 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

電話番号  

認 

定 

を 

受 

け 

よ 

う 

と 

す 

る 

特 

定 

行 

為 

研修機関名（該当す

るものがある場合） 
 

研修機関所在地（該

当するものがある

場合） 

（郵便番号   －     ） 

         都 道                市 区 

         府 県                町 村 

 

（ビルの名称等） 

認定を受けようとする特定行為 
研修修了年月日/修了書番号 

（該当するものがある場合） 

 １．口腔内の喀痰吸引    年  月  日/ 

  ※１ 口腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者）    年  月  日/ 

 ２．鼻腔内の喀痰吸引    年  月  日/ 

  ※１ 鼻腔内の喀痰吸引（人工呼吸器装着者）    年  月  日/ 

 ３．気管カニューレ内部の喀痰吸引    年  月  日/ 

 ※１ 気管カニューレ内部の喀痰吸引（人工呼吸器装着者）    年  月  日/ 

 ４．胃ろう又は腸ろうによる経管栄養    年  月  日/ 

 ※２ 胃ろうによる経管栄養（チューブの接続及び注入開始を除く）    年  月  日/ 

 ５．経鼻経管栄養    年  月  日/ 

添
付
書
類 

 住民票の写し  

 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（第４号様式の３） 

 研修修了証明証（該当するものがある場合）及び修了した研修内容、研修時間を示す資料 

 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類①（本人誓約書）（第１７号様式の２） 

 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類②（第三者証明書）（第１７号様式の３） 

 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類③（実施状況確認書）（第１７号様式の４） 

 戸籍抄本等旧姓が確認できる書類 ※旧姓併記を希望する場合で、住民票で旧姓が確認できない場合のみ 

（山口県収入証紙（７００円）貼付欄） ※ 消印はしないこと。 
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改 正 後 改 正 前 

  

 

備考１ 申請者の氏名は自署してください。 

２ 「認定を受けようとする特定行為」については該当する特定行為に「○」を記載してください。 

※１ 人工呼吸器装着者への喀痰吸引に関する演習、実習を修了した者については、その他の特定行為と同様

に研修修了年月日、修了証明書番号を記載してください。 

※２ 「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて」（平成 22年 4月 1日厚生労働省医政局

長通知）に基づく経管栄養の申請については、「胃ろう」に限るため、「※２ 胃ろうによる経管栄養」欄

に記載してください。 

３ 旧姓併記の希望欄に「○」を記載してください。希望されない場合は旧姓の記載は不要です。 

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

５ 下記に記載する添付資料を合わせて提出ください。 

  

添付書類 

 添付した書類の該当する欄に「○」を記載してください。 

  １ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（第４号様式の３） 

  ２ 喀痰吸引等に関する研修修了証明証（該当するものがある場合）及び修了した研修内容、研修時間を示す資料 

  ３ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類①（本人誓約書）（第１７号様式の２） 

  ４ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類②（第三者証明書）（第１７号様式の３） 

  ５ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類③（実施状況確認書）（第１７号様式の４） 

  ６ 戸籍抄本等旧姓が確認できる書類 ※旧姓併記を希望する場合のみ 

備考１ 申請者の氏名は自署してください。 

２ 「認定を受けようとする特定行為」については該当する特定行為に「○」を記載してください。 

※１ 人工呼吸器装着者への喀痰吸引に関する演習、実習を修了した者については、その他の特定行為と同様

に研修修了年月日、修了証明書番号を記載してください。 

※２ 「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて」（平成 22年 4月 1日厚生労働省医政局

長通知）に基づく経管栄養の申請については、「胃ろう」に限るため、「※２ 胃ろうによる経管栄養」欄

に記載してください。 

３ 旧姓併記の希望欄に「○」を記載してください。希望されない場合は旧姓の記載は不要です。 

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４としてください。 

５ 下記に記載する添付資料を合わせて提出ください。 

  

添付書類 

 添付した書類の該当する欄に「○」を記載してください。 

１ 住民票の写し ※自治体から発行されたものをそのまま添付してください（コピー不可） 

  ２ 社会福祉士及び介護福祉士法附則第１１条第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書（第４号様式の３） 

  ３ 喀痰吸引等に関する研修修了証明証（該当するものがある場合）及び修了した研修内容、研修時間を示す資料 

  ４ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類①（本人誓約書）（第１７号様式の２） 

  ５ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類②（第三者証明書）（第１７号様式の３） 

  ６ 認定特定行為業務従事者認定証（経過措置）交付申請書添付書類③（実施状況確認書）（第１７号様式の４） 

  ７ 戸籍抄本等旧姓が確認できる書類 ※旧姓併記を希望する場合で、住民票で旧姓が確認できない場合のみ 


